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　In the 2000s, the decision-making process of Japan's education policy is said to have changed significantly. This study aims to overview 

the issues and actors related to education in Japan in the 2000s by means of quantitative text analysis, using the Web API (Application 

Programming Interface) for Full-text Database System for the Minutes of the Diet. This study also aims to provide new methods and 

perspectives for educational research by analyzing big data using API that have been developed and opened to the public in recent years.
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１．はじめに

1980年代後半からのわが国の行政改革は，2000年
代に入って具現的な政策課題として結実し実施・施行

されることとなった。2001年には中央省庁の再編に
ともなって内閣機能の強化が目指され，内閣府が企画

立案，総合調整を担うこととなった。また経済財政諮

問会議や総合科学技術会議などの様々な合議制機関が

内閣府におかれ，重要政策事項について調査・審議を

行うこととなった。各省庁には政務次官に代わって副

大臣と大臣政務官が新たに置かれ（これにより官僚が

大臣に代わって国会の各委員会で説明する政府委員制

度は廃止），従来の倍近い数の政治任用ポストが各省

庁に設けられることとなった。さらに，国家公務員改

革のもとで内閣人事局による幹部人事の一元管理も進

められ，次官・局長レベルの人事についても内閣の

「了解」から「承認」を必要とされるようになった（荻

原 2002; 羽田 2019, 2021）。
こうした官邸・内閣府を中心とする政治主導が進ん

だことにより，これまでの政策形成・決定のあり方も

大きく変容した。すなわち，各省庁が政策の創発・共

鳴などを行い，自由民主党との事前審査制によってボ

トムアップ的に形成してきたこれまでのプロセスか

ら，政府・自由民主党ともにトップダウン型に移行し
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たと言われる。文教政策について言えば，2001年に文
部省と科学技術庁が統合されて文部科学省に再編さ

れ，教育・学術政策と科学技術政策が所掌されること

なり，多様なアクターが参入してこれまで支配的で

あった「教育政策共同体」（教育下位政府）は大きく変

容を遂げ，また自由民主党文教族も世代交代が起こ

り，より官邸の影響力が強まったと言われる（城山・

細野編 2002; 中北 2017; 河合 2019; 青木 2021; 日本高
等教育学会高等教育政策プロジェクト研究グループ編 
2021など）。
では，2000年代に入ってからのこうした教育政策

を取り巻く環境変化の中で，国会での教育政策の議論

では，実際にどのような議員（アクター）が，どのよ

うな政策課題（イシュー）を取り上げてきたのだろう

か。そこで本研究では，国会会議録検索システム検索

用APIを利用して，2000年代におけるわが国の教育を
めぐるイシューとアクターについて，機械学習・自然

言語処理の手法によって概観し，2000年代以降の政
治主導への移行期に台頭してきた議員と彼らによって

取り上げられた政策課題を抽出することを目的とす

る。本研究は，2000年代に台頭してきた新しい世代の
自由民主党のみならず他政党における文教関連議員も

特定し，彼らがどのような議論を切り広げてきたかを

確認するが，この作業は，今後，政治主導の下で教育

政策の形成・決定プロセスを分析していく際に不可欠

であり，その基礎的作業として位置づけられる。また

同時に，近年開発・公開されるようになったAPIを活
用してビッグデータを分析することにより，教育政策

研究に新しい手法と視座を提供することも目的として

いる。

２．先行研究

　2000年代の教育政策を対象とした研究は枚挙にい
とまがないが，国会会議録を利用してイシュー・アク

ターの分析に取り組んだ計量テキスト分析としては，

以下のものがある１）。

まず，本研究と関心と対象を共有する研究を確認す

る。橋本（2007）は，国会会議録を利用して文教関連
委員会の政策論議を計量テキスト分析のフリーソフト

であるKH Coderによって考察している。60年にわた
る高等教育政策のイシューとアクターを分析して，自

由民主党文教族など主要アクターを抽出し，またイ

シューの内容とその推移などを解明している。橋本

（2014）でも，同様に国会会議録を利用して，戦後の

文教関連議員とそのネットワーク，取り上げられた議

題などについて計量分析を行い，長期スパンでの趨勢

分析を行っている。

次に，特定のイシューに着目した研究をみていく

と，歌川（2014, 2015）は，道徳教育について，それ
らに言及した議員や論じられたテーマなどをトレース

している。また山田・青田（2015）は1947年から
2013年末までの「英語教育」の議論を対象として，画
期となる時期，特徴的な言葉，関連するアクターなど

を考察している。

また計量テキスト分析を行っているわけではないが

国会会議録を利用した教育政策研究として，

e-Learningに関連する論点とアクターを考察した張
（2018），教育無償化のイシューを扱った渡部（2020, 
2021, 2022）などがある。
本研究の課題と目的も，国会会議録を題材にイ

シュー・アクターの解明を行う点で，これらの研究の

延長線上にあるものだが，新たにAPIを利用して大量
のテキストデータを計量的に分析する点で，より包括

的な分析を目指す点に特徴がある。

３．データと方法

Ａ．データ

本研究で用いるデータは，2001年１月31日から
2021年12月31日までに行われた，衆議院「文部科学
委員会」と参議院「文教科学委員会」ならびにそれら

の連合審査会・公聴会における，各議員の発言である。

参考人として招致された者や官僚など，議員以外の発

言は除いている。各議員の発言のテキストデータは

「国会会議録検索システム」の検索用APIを用いて収
集を行い，各議員の発言単位でデータを入手した２）。

本データには各議員の発言のほか，発言者の氏名や所

属会派，肩書き（政務三役）なども含まれている。上

記の参考人等の発言および会議録情報を除いた上での

合計の発言数は84,730件であった。
後述するLDAでの分析のために，各議員の発言は
以下の手順によって前処理を行った。まず，発言冒頭

の発言者名及び数値や記号を取り除いた上で形態素解

析によって分かち書きし３），各単語を原形に変換し，

名詞のみを抽出した４）。またその際，「こと」，「もの」，

「それ」などの一般的な用語や数詞などの他，議事に

かかわる形式的な用語（条，号，本案）など独自にリ

ストアップした単語をストップワードとして取り除い

ている。処理の結果，実際の分析に用いるデータは，
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語彙（異なり語）が５万3,865語，総単語数は377万
9,361語となった。

Ｂ．方法

委員会における各議員の発言から潜在的なトピック

を抽出するために，本稿ではLatent Dirichlet Allocation
（LDA：潜在ディリクレ配分法）を用いる（Blei et al. 
2003; Evans & Aceves 2016; 小田中・中井 2019; 瀧川 
2019）。LDAはトピックモデルの一種であり，トピッ
クモデルは，テキストデータを構成する各文書の背後

に潜在的なトピックの存在を仮定し，そのトピックの

析出を通じてテキストデータ全体の傾向を要約するモ

デルである。

モデルの詳細について以下で述べる。LDAでは，
各文書がいくつかの潜在的なトピックから構成されて

いると考える。文書内の各単語は文書を構成する特定

のトピックの確率分布に従って生成されると仮定す

る。具体的な手順は以下の通りである。

まず，文書 iのトピック比率θiはディリクレ分布に

従う。

θi  ~ Dirichlet (α)
また，トピックkにおける単語の確率分布βkはディ

リクレ分布に従う。

βk  ~ Dirichlet (η)
文書ごとのトピック比率θiに基づいて，文書 iの j
番目の単語のトピックzijを決定する。

zij  | θi  ~ Multinomial (θi)
割り当てられたトピックzijの単語分布βk= zijをもと

に，文書 iの j番目の単語wijを決定する。

wij  | zij,βk=zij  ~ Multinomial (βk=zij)

本稿の分析に即していえば，議員の各発言の背後に

は議題となるテーマのようなもの（トピック）が存在

し，各発言はそのテーマの１つあるいは複数を参照し

つつ行われると想定する。こうして抽出されたトピッ

クには委員会において問題とされている政策課題が反

映されていることが期待されるため，トピックの時系

列的な推移を観察することにより，取り上げられる政

策課題の内容の変遷を跡付けることが可能であると考

えられる。

実際の分析は以下の手順により行なった。はじめ

に，前節で述べた前処理の結果（Bag of Words）に対
してLDAを実行し，トピックの抽出及び解釈を行なっ
た。LDAの実行にあたってはPythonパッケージの
Gensimを用いた。なお，LDAを含むトピックモデル

ではトピック数をモデルの外部で決定する必要がある

が，本稿ではPerplexityおよびCoherenceといった量的
指標を用いて８トピックから13トピックが妥当である
と判断し，解釈可能性を考慮した上で11トピックを最
終モデルとした。次に，推定したLDAの学習済みモ
デルから各発言のトピックの構成比率を推定し，最も

比率の大きいトピックをその発言のトピックとして割

り当てた。最後に，委員会における議論の内容がどの

ように変化しているかを明らかにするために，年度ご

とにトピックの割合を算出し，時系列比較を行った。

４．分析結果

Ａ．省庁再編後の教育をめぐるイシューとその変遷

　１　トピック数の確定とトピックの内容

前章で述べた通り，トピック数として妥当なのは８

トピックから13トピックであった。
各トピックの解釈を行うにあたり，各トピックでの

出現確率の高い単語を確認するとともに，瀧川（2021）
に挙げられたNelson（2020）を参考に，各トピックに
含まれる確率の高い上位10発言を定性的に深く読み込
んだ。その結果，各トピックを命名し，それを「トピッ

ク名」と呼ぶこととする。また，各発言が含まれる確

率が最も高いトピックをその発言のトピックと考え

る。各トピック番号のトピック名，発言数とのその構

成比，出現確率の高い単語，各トピックに含まれる確

率が最も高い発言５）は以下の図表１のようになった。

　トピック５および７は委員会進行上の定型的な発言

が多く含まれており，具体的な内容ではなく委員会進

行上の定型句であるとした。トピック８は，上位10発
言を確認すると，そのうち５つの発言がオリンピック

に関連した発言だったため「オリンピック」とし，上

位10単語ではなく実際の発言を優先して解釈した。そ
の他については出現確率の高い単語と各トピックに含

まれる確率の高い上位10発言の内容がおおむね一致
していた。

　２　トピックの変遷

　2001年以降の各年における発言のトピック構成比６）

を以下の図表２に示す。

　図表２から明らかなように，トピック構成比は変化

している。上述のトピック５及び７【委員会定型句】

を除いて考える（以下，特に言及しない限りこれらの

トピックは除いて結果を報告する）と，2003年・2019
年にはトピック６【大学・高等教育】が突出して多く，

2014年にはトピック０【制度・規則】が突出して多く
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なっている。トピック６【大学・高等教育】に含まれ

る確率が高い発言を確認したところ，2003年は国立
大学法人制度の導入に関する議論，2019年は大学入
試センター試験への民間試験導入の議論が行われてい

た。同様に，2014年に突出して多くなったトピック０
【制度・規則】を確認すると，これは2014年における
地教行法改正に伴う教育委員会制度に関する議論で

あった。また，トピック８【オリンピック】は2011年，
15・16年，20・21年に構成比が高くなるといった周
期的な変動が見て取れる。各年の発言内容を確認する

と，2015・16・20・21年においては東京オリンピッ
クに関連した発言が多くを占め，2011年はオリン
ピックに関連した発言に加え，東日本大震災に関連し

た発言を多く含むことが確認された。その他，トピッ

図表１　トピック一覧
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ク3【諸問題・不祥事】やトピック10【予算・財政】
のように発言数が相対的に少なく，変動も大きくない

トピックもある。

次に，衆議院と参議院でトピック構成比の変遷が異

なるのかについて整理する（図３）。その結果，概ね

両院とも年ごとのトピック構成比が似ていることが確

認できる。しかし，両院で構成比に差があるトピック

もある。５ポイント以上の差があった項目のうち，参

議院が衆議院よりも構成比が高いのが2008年と2010
年のトピック２【初中等教育】，2002年のトピック６
【大学・高等教育】，2015年のトピック８【オリンピッ
ク】，2007年と2008年のトピック９【教員】である。
一方，衆議院が参議院よりも構成比が高いのは2009年
と2012年のトピック6【大学・高等教育】のみである。

図表２　各発言のトピック構成比の変遷
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図表３　衆議院と参議院のトピック構成比変遷の比較

Ｂ．省庁再編後の教育をめぐるアクターとその変遷

　文教政策に対する議員の影響力に関する分析視角に

ついては，いくつかの方法が考えられるが，本研究で

は橋本（2013）に倣い，国会の文教関連委員会での「発
言量」に着目する。

前章で述べた通り，2001年から2021年までの衆議

院文部科学委員会，参議院文教科学委員会では，政治

家による発言が84,730回あった。そのうち，発言回数
が1,000回以上の議員を主要なアクターであると考え
ると，主要なアクターは以下の16名となった（図表
４）。
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　対象期間で最も発言回数が多かったのは下村博文

（以下，敬称・身分など省略）であった。ただし，そ

の発言回数の多くは文部科学大臣在任期間７）中の大

臣としての発言である。下村博文は2001年以降で最も
長く文部科学大臣を務めており，その影響で発言数が

多くなっているものと思われる。その他，1,000回以
上の発言回数のあった議員16名のうち過半数である
９名は文部科学大臣経験者であり，政務三役までを含

めると12名が役職経験者であった。残りの４名は日本
共産党の議員が３名，立憲民主党の議員が１名であ

り，対象期間中に与党経験のない日本共産党の議員が

政務三役経験がないにも関わらず，発言回数が多いこ

とが明らかとなった。

もちろん，大臣などの政務三役は文教政策における

主要なアクターと言えるが，各委員会の質問に回答す

るために必然的に発言回数が多くなる。その点を考慮

し，政務三役以外の立場での発言回数の上位20名の議
員について，各年度における発言回数とともに以下の

図表５のとおり整理した。

図表４　発言回数が1,000回以上の議員一覧



200 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  62  巻　2022

　上位20議員のうち，日本共産党の議員が５名おり，
自由民主党の４名を上回っている。このことから，与

党であることが多い自由民主党の議員は，基本的には

政務三役としての発言回数が多く，一般の委員として

の発言回数は多くないことが見て取れる。馳浩・義家

弘介の年度別発言回数を見ると，2009年から2012年
にかけて自由民主党が野党だった時期には発言回数が

急増していることからも，自由民主党の議員は与党で

ある時期においては一般の委員としての発言が少ない

ことが明白である。

Ｃ．どのイシューがどのアクターによって語られたか

　ここまで，省庁再編後の教育をめぐるイシューおよ

びアクターとその変遷について分析結果をまとめてき

た。次に，アクターによってイシューへの関心が異な

るかについて２つの観点から分析する。まず，政党間

の比較を行い，政党による教育をめぐるイシューの中

での関心の濃淡を探る。次に，政党内の比較を行い，

教育をめぐるイシューの中で議員による役割分担が行

われているのかについて探る。

　１　政党間比較

　省庁再編後において，どの政党がどういった教育を

めぐるイシューを語ってきたのか。本項では，自由民

主党を含む会派と，自由民主党と連立政権を組む公明

党，および対象期間中野党であり会派に変動のなかっ

た日本共産党それぞれとの比較を行う。これら３会派

を対象とするのは，2001年以降，政党名が変更される
ことなく2021年時点でも存在した政党のためである。
ただし，自由民主党については様々な会派が結成され

ることがあり８），自由民主党が含まれる会派をまとめ

て自由民主党として分析することとした。

　自由民主党と公明党との比較結果は以下の通りであ

る（図表６）。各年度において公明党の構成比から自

由民主党の構成比を引き，差分のポイントをプロット

した。トピック２【初中等教育】について2003年から
2008年にかけては自由民主党のほうが構成比が高い
が，2009年に逆転しその翌年まで相対的に大きな差
がある。またトピック４【文化・愛国心】については

公明党のほうが構成比が高い年が多いことが見て取れ

る。

図表５　政務三役以外として発言回数の多い上位20議員と発言のあった年度及びその回数
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　次に，自由民主党と日本共産党の比較を行った結果

が以下の図表７である。こちらも同様に，各年度にお

いて日本共産党の構成比から自由民主党の構成比を引

き，差分のポイントをプロットした。図表７よりト

ピック６【大学・高等教育】およびトピック９【教員】

において両党の差が大きいことがわかる。特にトピッ

ク６【大学・高等教育】の日本共産党の構成比は常に

自由民主党より高く，特に民主党政権下において相対

的に多くなっている。

図表６　自由民主党と公明党の年別トピック構成比の比較
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図表７　自由民主党と日本共産党の年別トピック構成比の比較

　２　政党内比較

　前項では，政党間で取り扱うイシューの構成比が異

なるのかについて分析を行った。本項では，同一政党

内で議員によって取り扱うイシューが異なるのかにつ

いて分析を行う。対象とするのは，Ｂ節の図表５に挙

げた政務三役以外として発言回数の多い上位20議員
のうち，自由民主党と日本共産党の議員とする。なお，

本項においては政務三役以外での発言のみを対象とす

る。
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　図表８は自由民主党の議員のトピック構成比の比較

である。トピック５と７【委員会定型句】以外で，自

由民主党全体の発言の構成比よりも５ポイント以上差

がある項目を黒く塗った。トピック２（図表ではT2

と表記。以下，同様。）【初中等教育】やトピック９【教

員】は義家弘介が多く，トピック８【オリンピック】

は馳浩が多いことが見て取れる。

図表８　政務三役以外の発言回数が多い自由民主党議員のトピック構成比

図表９　政務三役以外の発言回数が多い日本共産党議員のトピック構成比

　図表９は日本共産党の議員のトピック構成比の比較

である。図表８と同様に日本共産党全体の発言の構成

比よりも５ポイント以上差がある項目を黒く塗った。

前項で日本共産党の議員はトピック６【大学・高等教

育】の発言が自由民主党の議員に比べて多いことに触

れたが，当該トピックについてはどの議員も構成比が

高い。議員間で差が大きいのはトピック８【オリン

ピック】である。

５．考察

Ａ．分析結果に関する考察

　前章では，省庁再編後の教育をめぐるイシューとア

クターおよびその変遷について分析結果を示した。ま

ず，イシューについてはトピック構成比に変化があ

り，時点により取り扱うイシューが変化していること

が示された。前章で確認したとおり，2003年・2019
年にはトピック６【大学・高等教育】が突出して多く，

2003年は国立大学法人制度の導入に関する議論，
2019年は大学入試センター試験への民間試験導入の
議論であった。2014年にはトピック０【制度・規則】

が突出して多かったが，これは地教行法改正に伴う教

育委員会制度に関する議論であった。また，トピック

８【オリンピック】は2011年，15・16年，20・21年
に構成比が高くなるといった周期的な変動を指摘した

が，2015・16・20・21年においては東京オリンピッ
クに関連した発言がされていた。また，2011年はオリ
ンピックに関連した発言に加え，東日本大震災に関連

した発言を多く含んでいた。以上，イシューの変遷に

ついては，トピック構成比と各トピックに含まれる上

位の発言内容を組み合わせることで，ある年にどう

いったイシューが議論されているかについて，一定程

度概観できることが分かった。

　次に，衆議院と参議院でトピックの構成比の変遷が

異なるのかについて分析した結果からは，第一に両院

の構成比は概ね同じになることが確認された。第二に

いくつかのトピックについては両院で差が見られ，ト

ピック構成比の増減のタイミングが異なることも確認

された。この点について，片方の議院で話題となった

ことがもう一方の議院で遅れて議論される可能性もあ

るが，これについてはより詳細にテキストを確認する

必要がある。
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　アクターに着目した分析では，発言回数が多い議員

を文教政策に関心の高い議員と見ることができた。こ

れらの議員は自由民主党のみならず他政党も含めた文

教関連議員と見ることでできるであろう。なお，発言

回数の多い議員は政務三役としての発言が多いという

点に留意する必要があることが確認できた。そして，

政務三役ではない発言回数の分析からは，自由民主党

の議員が委員数を勘案すると相対的に少なく，与党の

場合には発言回数が少ないことが明らかとなった。た

だし，自由民主党においても野党時代には発言回数が

多くなっていることから，与党の場合は委員会の場で

はなく，事前に政府と与党間でイシューが調整されて

いるため委員会の場での発言数が少ないことと言える

かもしれない。また，日本共産党の議員のように政務

三役経験のない委員の発言回数が多く，委員会の場で

の野党の役割を果たしていると考えることもできる。

しかしながら，それらの発言が実際の政策にどのよう

な影響を与えたのかについては，本研究では対象とし

ていない文部科学省などの政策文書について分析する

必要がある。

　政党間の比較においても，いくつかのトピックで差

異が見られ，政党によって取り上げるイシューが異な

ることが示された。特に自由民主党と日本共産党の間

ではトピック６【大学・高等教育】について常に日本

共産党のほうが自由民主党よりも発言構成比が高かっ

た９）。さらに，同じ政党内での比較では，自由民主党，

日本共産党ともに議員によって発言しているトピック

に偏りがあることが分かった。特に自由民主党では義

家弘介がトピック２【初中等教育】とトピック９【教

員】といういずれも初等中等教育に関連するトピック

に，馳浩がトピック８【オリンピック】のオリンピッ

クに関連するトピックについて多くの発言をしてい

た。これは議員になる前に義家弘介が高校教員であっ

たこと，馳浩がスポーツ選手であったことと関連して

いると考えられる。

　以上，トピック分析によりイシューの変遷のみなら

ず，政党間での関心の差や政党内での役割分担につい

ても確認することができた。

Ｂ．今後の課題

　１　分析手法に関する課題

　本研究ではトピックモデルの中でも最も基本的な

LDAを用いたが，本稿のデータの持つ特徴を踏まえ
ると，時系列構造への対処とネスト構造への対処と

いった点で改善の余地がある。前者に関しては，ト

ピック分布や単語分布にマルコフ性を導入することで

時系列構造を表現するDynamic Topic Model（Blei & 
Lafferty 2006）や，年度をトピック比率の共変量とし
て考慮する構造トピックモデル（Roberts et al. 2016; 
瀧川 2019）などが考えられる。後者に関しては，本
稿のデータでは議員に発言がネストされており，同じ

議員によってなされた発言のトピックには相関がある

ことが考えられる。こうしたデータ構造のモデリング

はAuthor-Topic Model（Rosen-Zvi et al. 2004）によっ
て行うことが可能である。

　また，本研究では恣意的な扱いを避けるため，発言

一つ一つを単位とした分析を行った。そのため，人間

の目で確認するとある一連の議論であっても，発言ご

とに最も入る確率が高いトピックが変わってしまうこ

とが確認された。データの単位，区切り方の扱い方を

どのようにすべきかも今後の課題である。

　２　データに関する課題

省庁再編後のイシューやアクターの変動を見るとい

う目的のため，本研究で扱ったデータは2001年以降の
みとした。そのため，省庁再編前後でのトピックの変

化は見ることができていない。また，文教政策に関心

の高い議員について，発言回数を政務三役か否かで峻

別することを試みたが，政務三役となっている議員は

今回扱った期間以前に一般の委員として委員会で発言

している可能性がある。実際に，文教政策に関心の高

い議員がその後に政務三役になったのか，一般の委員

としての発言と政務三役となった際の発言は異なるの

かといった分析のためにはより長期間にわたるデータ

を扱う必要がある。さらに，「発言者肩書き」では委

員長がわからない。委員長は会議の進行上，定型的な

発言が多くなると考えられ，発言数の多寡で文教政策

に関心の高い議員を判断する場合において，過剰に評

価してしまう可能性がある。

また，本研究で用いた国会会議録検索システムから

得たデータでは，各議員の属性情報は所属会派と肩書

きしかわからない。そのため，当選回数や選出選挙区

などの情報は別途用意する必要がある。国会会議録と

は別に過去の全国会議員のデータベースを構築し，

データ結合することで議員の属性に応じた分析を行え

る可能性がある。

本研究の分析では，議員によって言及するトピック

の偏りについて，議員になる前の職業に関係する可能

性があると指摘したが，党議拘束による可能性もあ

る。この点についてテキストのみから判断することは

難しい。
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さらに，国会会議録による分析という観点では，ト

ピックの移り変わりや，議員によって言及するトピッ

クに偏りがあるという点が，文教政策以外でも言える

のかについて検証が必要である。すなわち，厚生労働

委員会や国土交通委員会など別の政策分野を扱う委員

会との比較が必要ではある。

Ｃ．今後の展望

　このように，分析手法やデータの扱い方について課

題は残るものの，本研究ではAPIによって国会会議録
のデータを機械的に収集し，LDAによって分析を行
うことで，イシューやアクターの変遷を解明する一連

の方法について示すことができた。

　次に，データ取得の観点から教育政策研究に対する

示唆を述べる。国会会議録を計量的に分析するには，

国会会議録検索システム検索用API公開以前は手動で
データを収集する必要があったのに対し，本研究では

APIを使用して自動で取得した。イシューやアクター
の変遷を分析するには，発言内容だけでなく，氏名，

肩書き，政党，所属会派，日付，発言者役割，院名な

どのメタデータを用意する必要がある。本研究で分析

対象となった発言の総数は84,730件あり，各発言に付
随するメタデータを含めると収集が必要なデータは

100万近くに及び，手動での収集では現実的な時間内
に作業を終えることができないうえに，入力ミスと

いったエラーが発生する可能性が非常に大きい。こう

した難点を克服するために，APIを使用したプログラ
ミングによってデータ収集を実行し，手作業では数ヶ

月～数年が必要なデータ収集の瞬時かつ正確な遂行が

可能となった。

　このように，従来の方法では困難だった大規模デー

タセットの構築・分析が可能になったことは大きな転

換点であり，ビッグデータを活用した教育政策研究の

新たな可能性を本研究は示したといえる。

　本研究を通して，2000年代以降の教育領域の政策
形成・決定のプロセスの解明に必須であるイシューと

アクターが抽出できた。今後は，これらの知見を踏ま

え，個々のイシューとそれに関わるアクターを取り上

げて，より詳細に政策プロセスを解明するとともに，

分析手法もより深化・精緻化させていきたいが，これ

らの課題については他日を期したい。

【謝辞】

本研究は，JSPS科研費21K18489の助成を受けたも
のである。

【注】

１） なお，国会会議録検索システム検索用APIの様々な領域での利
用意義については川瀬・清水（2015），岡田（2018）などに詳しい。

また国会会議録を他の領域で利用・分析した近年の成果として，

山本（2011），掛谷・大南（2019）などがある。

２） 検索の際には2001年１月31日から2021年12月31日までの発言を
収集するように設定を行い，会議名に「文部科学委員会」または

「文教科学委員会」が含まれるものを検索した。当該期間の最初

の発言は2001年２月15日，最後の発言は2021年12月21日である。

データの収集は2022年２月25日に実施した。

３） 形態素解析にはMeCabを用い，分かち書きの際に使用する辞書
にはmecab-ipadic-NEologd（佐藤ほか 2016, 2017）を使用した。
mecab-ipadic-NEologdは，通常のシステム辞書では誤った単語の
分割が行われる新語や固有表現を正しく分割できるように最適化

された辞書である。

４） 表記揺れを防ぐため，Unicode正規化を行い，アルファベット
は小文字に統一し，旧字体は新字体に変換した。

５） Nelson（2020）ではオンラインのAppendixで各トピック上位２
文書を示しているが，本研究では紙幅の都合上，上位１発言のみ

を示した。

６） あるトピックのある年の構成比とは，（ある年における当該ト
ピック発言数）／（ある年の発言数全て）である。

７） 文部科学省ウェブサイト「歴代文部科学大臣」ページ（https://
www.mext.go.jp/b_menu/soshiki/rekidai/daijin.htm）にて確認した。

８） 例えば次のような会派が組まれていた。「自由民主党・無所属
の会」，「自由民主党・国民の声」，「自由民主党・こころ」，「自由

民主党・たちあがれ日本・無所属の会」，「自由民主党・保守党」。

９）この点は，小川（2017）における義務教育の充実と大学進学機

会の確保を比較した際に，右派政党支持に比べて「政党支持が中

道・左派になるにつれ，大学教育を優先すべきと感じている」と

いう分析結果を踏まえると，政党支持者の政策選好が現れた結果

であると考えることもできる。
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